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月間30+の記事と動画、国際FCネットワークの一員に
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● 2023年5月に加盟
● Global Factへの参加

● 編集部の体制を強化
● 記事と動画で月間30本超を発信



時事の話題に対応した多様なファクトチェック
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解説記事やショート動画など多様な発信
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マルチステークホルダーによるシンポジウム
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● 2万人調査を公開
○ 偽・誤情報の拡散と影響の現状
○ 効果的な対策と教育の把握

● 知見の共有と連携
○ 実務家、研究者、公的機関の視点
○ プラットフォームもメディアも参加

● 参加者・視聴者の高い評価
○ こういった場の不足
○ 毎年の定例化へ

偽情報対策シンポジウム  「広がる偽情報にどう

対抗するか  検証・教育・規制を考える  」



サイト新設 英語発信やデータ分析の深化
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● 読者データの分析を強化
○ 何がどのように読まれているか
○ 高い読了率

● 透明性の強化
○ 組織体制の詳細
○ 会計などの透明性

● 発信力の強化
○ 英語での発信
○ 解説・講座・調査ページ
○ タグ機能でトピック分類



AI活用したLINEボット ニュースレターも 
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国際的な連携の強化  地域ネットワークの試み
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2万人調査に基づくYouTube講座を7月に公開
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● ファクトチェック理論編  
○ 現代のメディア環境 
○ 認知バイアス 
○ メディア情報リテラシー 
○ デジタルシティズンシップ 

● ファクトチェック実践編  
○ ファクトチェックのルール 
○ 高度な検索の技術 
○ 画像や動画の検証 
○ AIの検証 

● 講師養成講座も開講へ  
○ 教材の提供 
○ 教え方のレクチャー 
○ 認定証の発行 



データに基づいた効果的な教材の作成
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画像検索やリンクの確認は検証効果が高い
が、実践している人は少ない 世代別の行動の違いや共通点を踏まえ、受講者

に最適化した教材やパンフレットを作る



医療健康アドバイザー制度を開始
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JFCと様々な分野の専門家を繋ぐ「医療健康アドバイザー委員会」

近藤 尚己 共同座長
京都大学 大学院医学研究科
社会健康医学系専攻 社会疫学分野 教授

林 英恵 共同座長
公衆衛生学者・慶應義塾大学特任准教授
Down to Earth株式会社代表取締役

忽那 賢志 委員
大阪大学院医学系研究科 医学部 教授
感染制御医学講座（感染制御学）

長谷川  耕平 委員
ハーバード大学 医学部 教授
マサチューセッツ総合病院救急医



総合的な偽・誤情報対策のハブに
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ファクトチェック
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メディアリテラシー教育

信頼性の高い情報発信

ルールの作成

ツールの開発

研究

ファクトチェック団体

メディア

政府

研究機関

有識者

教育機関

プラットフォーム

ビジネス業界

資金援助 市民社会



ファクトチェック団体の資金難 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世界のファクトチェック団体
の約5割はフルタイム職員が
5人以下 ※JFCは2人

83.7%は資金調達と経済的
な継続性に不安を抱えてい
る

37.96％が年間予算1500万
円以下で、35.04％が1500
万-7500万円

State of the Fact-Checkers Report 2023, IFCN 

世界のファクトチェック137団体を調べた

ファクトチェッカー実態リポート

https://www.poynter.org/wp-content/uploads/2024/04/State-of-Fact-Checkers-2023.pdf


JFCの独立した活動を支えるために
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ファクトチェッカー&講師育成講座を開始へ
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・YouTube動画と連動してファクトチェッカー、講師養成の2段階でデジタル証明書
（オープンバッジ）の発行を検討。  
 
■狙い 
ファクトチェックの裾野を広げる。ファクトチェッカーを増やすだけでなく、ファクトチェックを教えられる講師も増やし、教材も提供
することで全国的にファクトチェック教育を広げていく。 
 
■グレード（案）  

1. JFCファクトチェッカー：ファクトチェック動画を視聴後、認定試験に合格したら発行 
2. JFCファクトチェックトレーナー：1を獲得後に講師養成講座を受講し、試験に合格したら発行。教材を提供。 

 

■協力のお願い  
各国でファクトチェック団体と教育組織が連携して同様のファクトチェックやメディア情報リテラシー教育プロジェクトに取り組ん
でいるので、日本でもJFC単独ではなく、幅広く連携を模索していく。 



偽情報対策の現状と課題
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● 偽情報対策はファクトチェックだけでは不十分  

○ ファクトチェックで得られる知見を教育、より良い情報発信、ルール制定、ツール開発、研究に役立

てる。 

● 起点となるファクトチェック不足  

○ 検証対象の明示、根拠へのリンクつきの検証過程の公開、検証結果が揃ったコンテンツは既存メ

ディアにはほぼない。 

● ファクトチェック団体の体力不足  

○ 他国と比較しても規模が小さく、収入基盤の拡大が第一の課題。 

● 政府は信頼性と透明性の高い情報発信を  

○ 資金提供などのファクトチェックへの直接的な支援はFC団体の信頼性を損ねる。 

● メディア情報リテラシー教育の遅れは国際的な比較で見ても深刻  

○ ファクトチェックだけでなく、根本となるクリティカルシンキング、現代のメディア環境への理解、デジ

タル・シティズンシップ教育を幼少期から中高年まで重層的に実施する。 

● 国際的な連携の強化  

○ 台湾のように海外の先端事例を取り入れ、国際的なネットワークの強化を。 


